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はじめに
本稿は 1978年，1979年の日本語教育短期巡回指導を通じ，戦後中国における日本語・日本語教育
の普及の実態と意義を検討するものである。
周知のように，戦前の日本では植民地支配のために日本語教育を「国語教育」として植民地あるい
は日本軍占領下において強制的に推進してきた。そのため日本政府は，戦後において日本語の海外普
及に慎重な態度を取り，相手国・地域のニーズに応える形で実施してきた。
1968年に国民総生産が米国に次いで 2位になるまで経済成長した日本は，世界各国から知的関心
の対象とされる一方で，様々な批判や摩擦にもさらされることになった（１）。こうした中で，外国人
に対する日本語教育の普及や日本語教育の振興の必要性に対する認識も高まり，1972年 10月 2日に
国際交流基金が設立された。日本語普及活動・日本語教育推進活動に関係する政府及びその関係機関
は，省庁の管轄からすれば，外務省とその関係機関（２），文部省・文化庁とその関係機関（３），その他
の省庁とその関係機関の 3つに大別できる。
主要先進国は，自国語の普及を対外文化政策の中で重視，推進して来た歴史がある。例えば，アメ
リカ合衆国―米国広報庁（United States Information Agency— USIA），イギリス―ブリティッシュ・
カウンシル（British Council），ドイツ連邦共和国―ゲーテ・インスティテュート（Goethe Institut），
フランス―外務省文化科学技術関係総局（DGRCST）アリアンス・フランセーズなどが挙げられる。
日本においても，日中国交正常化などアジアの国際情勢が大きく転換する時代を迎えたため，特殊
法人交流基金が設立されることになったのである。国際交流基金法の 23条（2）項業務に「海外に
おける日本研究に対する援助及びあっせん並びに日本語の普及」という文言が明確に条項に載せら
れた（４）。
国際交流基金は日本語教育をはじめ，日本研究者の招聘，出版援助，大規模の展示会などの文化交
流事業に力を入れている。事業内容として，1980年には国家的事業とも言うべき 2つの事業への協
力が開始される。「一つは中国の大学における日本語教師の研修プロジェクトである。もう一つは，
マレーシアのマハティール首相が 1982年に提唱したルック・イースト政策（東方政策）への協力で
ある」（５）。
従来の研究，日中政府間の大規模な教師研修プロジェクト，すなわち大平学校を中心に行ってきた。
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大平学校の誕生する前に 1978年と 1979年に実施された日本語教育短期巡回指導の役割は看過された
ままであった。小熊旭・川島真は「日本側の実施機関である国際交流基金にとっても，大平学校は，
その後の対中文化外交の方向性を決定づける礎石となった」と指摘した（６）。
しかし，筆者が大平学校の研究を進む中，日本語教育短期巡回指導が浮上され，戦後中国における
日本語・日本語教育の普及に重要な役割を果たしたと言える。しかし，日本語教育短期巡回指導に関
する先行研究が少なく，巡回指導に参加した日本人教師の報告と記録以外にほとんど研究されてい
ない。
このような現状を踏まえ，本稿が注目するのは，実際に巡回指導に参加した日本人講師及び中国
人教師の実際の声である。日本語教育短期巡回指導の資料としては，『国際交流基金 15年のあゆみ』
（1990），阪田雪子先生講演「『外国人に対する日本語教育』の復活」（2011），加藤彰彦「中国におけ
る日本語教育」（1979）（７），天沼寧「『全国日語教師短訓班』の記」（1980）（８），川瀬生郎「中国にお
ける日本語教育」（1980）（９），佐治圭三・李翠霞・顧明耀・劉柏林「座談　中国における日本語教育
の移り変わり」（2007）などである。これらの諸研究・報告は，その教育実態を把握するうえでは学
術的意義のある一方で，実際に受講者の反応を把握し切れていないという限界も有していると筆者は
考える。
そこで，本稿は，日本語教育短期巡回指導に参加した日本人講師及び大平学校の関係者への半構造
化インタビューをもとに，先行研究でまだ解明されていない日本語教育短期巡回指導の実態を明らか
にし，戦後中国における日本語・日本語教育の普及の役割を検討する。調査協力者は表 1のとおりで
ある。
表 1　調査協力者一覧表
番号 性別 年齢 インタビュー時間 調査地 当　時 現　職
T4 男 60代 2013年 9月 11日 大阪 通訳・講師 助教授
K2 女 80代 2014年 1月 15日 大阪 団長奥様 主婦
A4 女 60代 2013年 6月 26日 上海 １期生 教授（定）
B3 男 60代 2013年 6月 26日 上海 ２期生 教授（定）
C2 男 60代 2013年 6月 26日 上海 ３期生 教授（定）
C3 男 60代 2013年 6月 27日 上海 ３期生 教授
B5 女 80代 2014年 7月 3日 神奈川 １期生 副教授（定）
本稿は 3部分から構成されている。まず，1978年と 1979年日本語教育短期巡回指導の概要につい
て記述する。次は，日本語教育短期巡回指導の講義の詳細を考察する。最後に，日本語教育短期巡回
指導の効果について検討する。
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１．日本語教育短期巡回指導の概要
海外への日本語普及活動事業の一環として，国際交流基金では 1975年から日本語教育専門家によ
る短期巡回指導が開始されていた。それは現地の実情調査を兼ねて現地の日本語教師の研修を実施
し，その国や地域の日本語教育の振興を図るものであった（10）。
短期巡回指導チームは，「50年度（1975年）の大洋州に引き続き，51年度（1976年）には東南ア
ジアへ派遣され，52年度（1977年）はアジアへ 2チーム，大洋州と中南米へ各 1チームが派遣され，
以後この派遣事業は定着した」（11）という。
日本語教育短期巡回指導を通して，世界各国における日本語教育の事情を把握することができた。
しかし，中国の日本語教育はその実態を完全には把握していなかった。そこで，1978年に第 1回日
本語教育短期巡回指導が実施された。加藤は「民間レベルでは細々と行われていたが，政府レベルに
おける国際交流基金からの講師派遣は初めてであった」（12）と述べ，これは戦後中国における日本語・
日本語教育の普及の最初のプロジェクトであったことが言えよう。
（1）第 1回の巡回指導
日本語巡回指導の正式名称は，日本側では「中華人民共和国における日本語講師研修会」，中国側
は「全国日語教師短訓班（13）」である。この研修会は中国の各大学等で，日本語を教えている中国人
の教師に対して，その日本語の能力をより高める目的で，中国政府（教育部）が主催して開く講習
会であった。研修会の講師は日本から派遣されることになっていた。1978年の夏に北京で開催され，
1979年の夏に上海と長春で開かれた。
第 1回の日本語教育短期巡回指導が 1978年 7月 15日から 9月 3日まで北京大学にて行われた。阪
田雪子（14）（東京外国語大学教授）を団長として，加藤彰彦（実践女子短期大学教授），永保澄雄（大
阪教育大学教授）の 3名が，中国各地の日本語教師に対して集中講義を行った（15）。
第 1回の日本語教育短期巡回指導には，全国の日本語教師の代表が参加した。受講生は甲・乙の 2
クラスに分けられ，甲班は 25名で，乙班は 27名で，乙班の方が比較的若い年齢層の受講生で占めら
れていた。年齢の構成については，「50歳台 15人，40歳台 20人，30歳台 13人，20歳台 4人の 52名」（16）
であり，比較的に中年の教師が多かったことが分かる。全国から日本語教師が集まり日本人専門家に
よる研修を受ける初めての試みであった（17）。
その時，中国では日本のオリジナル教材がなかったため，阪田は『ICJ日本語』を持っていた。阪
田は次のように第 1回の受講者の様子を回想している。
「向こうでは教科書が何もないから，これを夜中に学生が全部写していました。そのときの学生と
いうのは，もう日本留学なさったことがあって，大学を卒業していらっしゃる方たちでした。水産を
出ているとか，経済とか，今でも付き合っているんですが東大を出ている先生だとか，重点校 25大
学から集まっていらっしゃいました。（中略）日本語ペラペラなんですね。だけれども日本語を教え
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るということはしたことがない。戦後初めて教えさせられるようになったのだと」（18）。
また，加藤は中国人教師の問題点として，「せっかくの知識も，適切な教授法に出会う機会がなかっ
たためか，十分に生かしきることができず，教材・教授法などの面で，暗中模索といった様子であっ
た」と指摘した。加藤は最新の日本事情を紹介し，以下のように多くの質問が寄せられていた。
①日本の一般状況，特に東京の最近の状況について
②日本国民の平均収入及び，学生としての費用（学資及び生活費）について。
③国立国語研究所の現況について。
④日本の学校制度，大学入学試験，文科系と理科系の大学，試験問題の作成法について。
⑤日本文学界について。
⑥敬語について
以上の一部の質問項目から，当時日中の交流がまだ盛んに行われず，中国では，日本に関する情報
が限られていることが分かる。
このように，戦前日本の大学を出て，日本語が堪能な者が国の必要に応じて，日本語教育に携わっ
ていたのである。彼らは「これは日本語の習慣だから覚えろと言って教えていて，『習慣先生』とい
うあだなが付けられていた」（19）という。かつて，子どもの時代に日本と「満州」で育てられ，高校の
化学の教師だった B5は国の必要に応じ，大学に召集され，日本語教師になった。B5は「日本語教
師になった時，どのように教えたらいいか分からなくて，学生から質問された時に，これは日本人の
習慣ですと答えていた」と，自分の「習慣先生」の経験を語った。
当時，阪田は文法を担当し，永保澄雄（20）は「絵を描いて自分で何か文章を作らせる」ことをして
いた。加藤彰彦は文章を読ませるということだったが，予想外に学生が日本語が出来たので，阪田雪
子が持っていた高校の教科書から抜き書きして教えていた（21）。
このように，初回の巡回指導は互いに理解が少ない中，日中日本語教育界の最初の接触であった。
このように，研修は好評で，翌年には第 2回目の短期巡回指導が実施された。
（2）第 2回の日本語巡回指導
受講者は「中国教育部が全国の高等教育機関から選んだ日本語教師 64機関の代表 96名，（吉林会
場は長江以北の 33機関 47名，上海会場は長江以南の 34機関 49名，そのうち北京地区の 3機関は両
会場に参加）の正規受講生と，そのほか，一般聴講希望のために設けられた特別講座参加者，各会場
100名から 200名であった」（22）という。
また，受講者の年齢と性別について，「年齢は最低 23歳から最高 63歳（平均年齢 41.3歳）にわた
り，経歴も外語学院の新卒者から日本の旧制大学卒業者まで多様であった。男性 67名，女性 29名で
あった」（23）という。「上海会場では 40歳代が 14名で最も多く，次いで，20歳代・50歳代は共に 12名，
30歳代が 8名，60歳代が 3名であった。一方で長春会場では，40歳代の者は 5名で，60歳代の 2名
に次いで少なく，最も多いのは 50歳代の 16名，次いで 20歳代の 15名，30歳代の 9名であった」（24）。
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このような状況から，日本語学習意欲が高かったことがうかがえる。さらに 50，60歳代になっても
自分の日本語能力を向上させようとした日本語教師が多数いたことも注目に値する。
第 1回と第 2回の巡回指導の概要は，以下の表 2に示すとおりである。第 1回の経験を踏まえた上
で実施したので，第 1回より，講師も受講生も規模が大きく，講義の内容も充実したことが分かる。
表 2　巡回指導の概要の比較
項　目 内　　容
期間 1978年 7月 15日から 9月 3日 1979年 7月 14日～ 9月 8日
講師団
の構成
阪田雪子　東京外国語大学教授　団長
加藤彰彦　実践女子短期大学教授
永保澄雄　大阪教育大学教授
甲班　奥津敬一郎　東京都立大学教授（副団長）
　　　川瀬生郎　　 東京外国語大学付属日本語学校教授
　　　国松昭　　　東京外国語大学教授
乙班　天沼　寧　　大妻女子大学教授（団長）
　　　斉藤　明　　 アメリカ・カナダ十一大学連合日本研
究センター副教授
　　　佐治圭三　　大阪女子大学教授
会　場 北京大学 上海外国語学院（当時）と吉林大学（長春），甲班と乙班
の講師団は交代で 2か所を回る。
開催目的 受講生の日本語レベルを高めること
中国における日本語教育のレベルを高
めること。
受講者の日本語学のレベルを高め，ひいては各自担当科目
の授業効果を向上させ，日本語教育と日本語研究の質的向
上を図る。
参加者 参加希望者が多数であったため，事前
に試験をして選考した。各省市の 33
の大学及び語学専門学校，そこから派
遣された日本語教員 50名（ほかに聴
講生 2名）であった。
5年以上の日本語教育の経験を持つ実力ある教師，又は，
高学年の授業担当者で，45歳以下の健康者が望ましく，各
大学は，教育部から割当人数に従って，推薦・派遣する。
各会場の総員は 45名とする。
出典：加藤彰彦（1979），天沼寧（1980），川瀬生郎（1980）を参考に，筆者作成（25）。
２．巡回指導の内容
講義は，主催者側・講師側の合意によって作成された時間割に従って，講師が各自の専門分野で題
目を決め，大学の一般講義と同様に行った。講義によって，日本言語・文字，文法，教授法，音声学
及び戦後文学などについての知識が伝授された。
第 2回を例にすると，上海では正規受講者と傍聴者とは別々の会場を設置し，傍聴者の会場はテレ
ビ中継の形で放映された。しかし，器材がしばしば故障し，講師も定められた場所にいなければなら
ないので，効果が高かったとは言い難い。
長春では，正規受講者と傍聴者は別々の講義を受講した。正規受講者に対する講義を，傍聴者は聴
講することはできなかった。傍聴者用の講義は特別講義とし，受講者に対して連続して行う講義の内
容とは異なり，各講師がテーマを決めて，講演形式で行う講義であった。この講座はのちに大平学校
にも反映され，公開講座として設置され，誰でも自由に参加できる雰囲気を作った。
具体的な内容について，乙班の講師を例に紹介する。天沼寧は「現代国語の基準である当用漢字
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表・当用漢字音訓表・現代仮名づかい・送り仮名の付け方等を中心として，その適応のしかた，問題
点，迷いやすい点などについて解説した。さらに国語審議会の報告である新漢字表試案・常用漢字表
案等にも触れて，漢字制限の意義・問題点，今後の見通しなどについても説明した。また中国側の希
望によって，擬声語・擬態語についても概説した」（27）。
佐治圭三は，文法を担当し，「『は』，文法，助詞，係助詞」，「のだ」，「誤用例」と三つのテーマを
取り上げていた（28）。その中，彼は習得の難関である「は・が」の使い分けについて，「～のだ」につ
いて，「～たら・～すると・～すれば・～するなら」について，述語連文節構造と文の成分等を解説
し，外国人による日本語の作文資料にみる実際の誤用例について演習を行った（29）。
斎藤明は，日本語の音声を担当した。日本語発音練習のドリルと日本の都道府県の名前と中国の
省・直轄市・自治区の名前を資料として，練習に用いていた（30）。「受講者に対し，発せられた音声を
正確に聞き取り，正確な発音をすることについて，実地訓練をなるべく多く行うよう指導した。一人
の受講者に発音させてそれを他の者に聴かせ，すぐに適当な助言・指導を行って矯正し，受講者が日
本語の教師として実際に学生に対して発音指導する際の要領を指導した」（31）。このように，正しい日
本語の学び方及び教え方を講義の中心とした。
３．日本語教育短期巡回指導の効果
1978年 8月の日中平和友好条約調印と時を同じくして，国際交流基金が実施した中国初の「日本
語巡回指導」は，中国側関係者の日本語に対する熱意と日本語教育水準の高さを，日本側関係者に
強く印象づけることになり，その 2年後に「日本語研修センター」（大平学校）が開設される基礎と
表 3　巡回指導の講師，講座名及び教材・資料
講　師 講座名 教材・資料
阪田雪子 日本語の構造と文型指導 『日本語読本　四』国際学友会編
加藤彰彦 日本語の新しい表記と表現
『東京』日本語教育学会編，『現代国語　三』東
京書籍
永保澄雄
日本における視聴覚教育の現状，音声と音声指
導の問題
『志賀直哉短編集』新潮文庫
以下は第 2回目
天沼　寧 日本語の新しい表現と語彙 当用漢字音訓表・現代仮名遣い
奥津敬一郎 最近の文法理論と日本語教育 未詳
川瀬生郎 日本語教育の具体的指導法とその内容
『日本語Ⅰ』，『日本語Ⅰ練習帳』，「日本語教育
初級段階における指導内容」
国松昭 戦後の日本文学と日本語教育 未詳
佐治圭三 日本語教育における文法のあり方 『日本語文法講義資料』
斎藤明 音声および最近の視聴覚教育 『日本語発音練習』
出典：加藤彰彦（1979），天沼寧（1980），川瀬生郎（1980）を参考に，筆者作成（26）。
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なった。
（1）日本人講師の印象
佐治圭三は「両会場とも，正規の受講者のほかに，百名から二百名ぐらいの聴講生もいて，この人
たちも終始熱心に話を聞いてくださったのであり，私たちはその熱意に打たれるとともに，このよう
な講座がどれほど必要とされているかということを実感したのであった」（32）と記している。
講師団は帰国後，国際交流基金に対して講座の報告を行い，かつ以下のような陳情を行った。「中
国では十分に質問に答える能力を持つ人もいない上に，日本からの図書もほとんど入手できないとい
う状況にもかかわらず，日本語学習者が増加している。講師団の行ったアンケートにより，大学では
九千人ないし一万人の学生が日本語を学習している。さらにラジオなどを通じて学習している人も
百万人以上いると推定できた。彼らを相手に，日本語を教えてくれている先生たちが，大学などに
600人いる。その人たちに日本の側からできる限りの援助をするべきであると訴えた」（33）。
また佐治は「中国では今一生懸命にたくさんの人が日本語を勉強しようとされており，先生方もそ
れに応えるべく一生懸命に頑張っておられる。けれども教える学生がどんどん増えるので先生の方も
それに追いつかなくて，なかなか自分の勉強ができないで困っておられる。だからそういう先生方の
ための再教育機関を作って，十分にご援助もうしあげないといけない。」（34）と訴えたという。阪田の
回想では「それがうまくいって大平学校が始まった」（35）と評価した。
このような試みを経て日本は，中国における日本語教育の現状及びニーズを確認し，大平学校の設
立へとつながっていったと考えられる。
（2）中国人研修生の声
巡回指導の最後に，修了式が挙行された。日本人講師団長と受講生代表のあいさつがある。第 1回
の受講生代表は「研修会を通じて結ばれた師弟関係，先生方から学び取った日本語の知識や教授法，
そして，それらを通じて深められた中日文化交流，中日両国人民の友誼は，まるで咲き競う花を見
る」（36）という感想を述べた。吉林大学での第 2回修了式では「私たちは，受講生に対する先生がたの
このような誠意に満ち，かつ，親切な御指導ぶりに，深く感動させられました」と受講生の代表は感
謝の意を表した。
さらに，当時の受講生たちにどんな影響を与えていたか以下の語りから読み取れる。A4によると，
「大平学校の前に，夏の日本語教育短期講座が開かれた。そこで，有名な先生たちが初めてお会いし
ました」と語った。
B3は「日本語教育短期巡回指導は佐治先生，奥津先生，国松先生などがいらっしゃって，大平学
校の下調べに来ました」と回想した。
上海の C2は「大平学校の前に 1978年，1979年巡回指導があった。上海の会場にいる間，私がお
手伝いをした。その時，蘇州，無錫まで案内した」と語った。また，佐治の印象に対して，以下のよ
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うに語った。「佐治の授業は『誤用例』で，これは自分の授業にとても役に立った」その続きで，佐
治の人柄については，「佐治先生はとても優しくて，謙虚な学者である。当時，佐治先生からセット
の小皿をもらい，現在でも大切に保存している」と語った。
C2は国松について，以下のように回想した。「国松先生は活発だった。先生の授業はとても印象深
い。現在国内（中国）では彼の教授法を真似している人もいる。文学作品に感情を込めて，時には主
人公のように泣いたりして，今も鮮明に覚えている。国松先生は上海紡績工場に見学したいと，一緒
に同行した。その時，当時上海五・三〇運動の動労者も読んできて，当時の詳しい状況について聞い
て，私が通訳した」。
国松は巡回指導のかたわら，上海第二紡績工場を訪問した。国松も，「私は前々から，上海の紡績
工場を見学したい，黄浦江を渡ってみたいというような希望を持っていたが，それは歴史的関心とい
うよりも，横光利一の『上海』への関心ゆえのことであった。それらの希望は，上海外国語学院（「夏
季日本語講座」の上海での会場校）の周明先生らの配慮により，すべて実現したのである」（37）と述べ
ている。
（3）大平学校への発展
このような社会背景の中で，国際交流基金創立時 1972年 10月から 1977年 8月まで，日本語課長
として務めた椎名和男氏は大平学校の創立を提案した。椎名の回想によると，「1979年中国へ出張に
行った際，北京教育部から東南アジアで開設している寄付講座の開設を依頼されました。その時の中
国側の要求が 37大学に 3人ずつの派遣というものだったのです。実はそれまでに行った全世界への
派遣実績が 1年間，延べ 100名程度でしたので，単純に比較しても経費が 2倍かかってしまう。（中
略）出張からの帰りに気が付いたんですが，ただまんべんなく送るよりも拠点を作り，そこに十数人
の教師を送ったほうが経済的・効率的なのではないか，その拠点に学生を集め，そこで集中的に行っ
たらどうかと。しかし，それでも 5年間で 10億円ぐらいかかってしまう。そこで，当時外務省文化
第 2課長の青木盛久さんにお話したところ，私の案に賛同してくださいまして，予算化できました。
当初，文部省はこの事業に難色をしめしていたのですが，青木さんの尽力により達成することができ
ました」（38）。
このように，日本側関係者は中国教育関係者の日本語に対する熱意と日本語教育水準の高さを強く
印象付けられたという（39）。1978年 12 月には，外務・文部両省に加えて国際交流基金から中国人留
研修生の受け入れ協議のための調査団が派遣され，対中国日本語特別事業（大平学校）への地ならし
が始められた（40）。
また，この 2回の巡回指導に参加した日本人講師はその後も大平学校の講師として務めた。佐治圭
三は大阪女子大学を辞職し，大平学校に 5年間赴任した。阪田雪子は第 1期，国松昭は第 1期，奥津
敬一郎は第 4期に赴任した。
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おわりに
以上，1978年，1979年の日本語教育短期巡回指導を通じて，戦後中国における日本語・日本語教
育の普及の実態を検討した。第 1回と 2回の講師陣，受講生，教授内容，講義の効果など当時の様子
について把握した。
その結果，以下のようにまとめることができる。
①  1972年日中国交正常化により再開され，特に 1978年の日中平和友好条約の締結により，中国に
おける日本語教育は盛んに行われるようになった。
②  中国における日本語・日本語教育の普及の一環として，国際交流基金が行った日本語巡回指導
は，日中の日本語教育界の接触を実現させ，中国における日本語教育の実態を把握した。
③  日本巡回指導が大平学校の成立に可能性を提供した。文革後改革開放期の中国における外国語
教育の必要に応じて，そして日本経済の中国での展開・日本語教育普及の一環として，大平学
校が日中双方のニーズに合致して誕生した。
当時赴任した講師たちの中にはすでに他界した方もおり，健在であったとしても高齢となっている
が，今回のインタビューの協力者の証言が限られていることになった。今後，更に当時研修を受けた
中国人教師にインタビューを通して，彼らの生の声で巡回指導の意義及び影響について究明していき
たい。
注⑴ 川先俊子『韓国における日本語教育必要論の史的展開』ひつじ書房，2013年，164頁。
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